
 

 

 

 

 

 

 

 

 

視点 

 信用金庫が取り組む事務集中の一つに債権書類管理の集中化がある。融資契約時に取

り交す金銭消費貸借契約書などの融資契約書類を営業店の金庫室ではなく、本部の集中

保管庫に集約することで、①営業店職員の負担軽減、②事務リスクなどの低減、③融資

事務の品質向上などが期待される。債権書類管理の集中化にはシステム投資および集中

保管庫の整備が必要なため、スケールメリットを追求しやすい大手信用金庫から導入が

進んでいる。営業店の軽量化や少人数化を実現するには、債権書類管理の集中化が不可

欠とされるため、今後も導入金庫は続くと予想される。 

 そこで本稿では、信用金庫の「債権書類管理の集中化動向」について紹介する。 

要旨 

 信用金庫の債権書類管理の集中化状況は、2020 年７月現在、大手信用金庫を中心に

５割程度とみられる。 

 債権書類管理を集中化するためには、システム投資および集中保管庫の整備が必要

となる。また、融資契約書類の集中保管庫への移行に一定の期間を要する。 

 集中化を実現した信用金庫では、完済後の融資契約書類の返却を終了する動きがあ

る。店舗建替え時に金庫室を設置しない軽量店舗を出店する信用金庫も多い。 

 債権書類管理を集中化する際の検討課題は、①集中保管庫を含む初期投資、②移行

作業時の人員確保、③集中化後の効率化策などとなる。 

 

キーワード 

債権書類管理の集中化、債権書類管理システム、集中保管庫、軽量店舗 

 

 

※本稿における信用金庫事例は、2019 年度までに得た情報で作成している。  

2009 年度中の全国信用金庫主要勘定増減状況（速報）‐貸出金増加に伴い、預貸率も上昇へ‐(2009 年 5 月 13 日）  
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 はじめに                                    

 信用金庫が取り組む事務集中の一つに債権書類管理の集中化がある。融資契約時に取

り交す金銭消費貸借契約書などの融資契約書類を営業店の金庫室ではなく、本部の集中

保管庫に集約することで、①営業店職員の負担軽減、②事務リスクなどの低減、③融資

事務の品質向上などが期待される。債権書類管理の集中化にはシステム投資および集中

保管庫の整備が必要なため、スケールメリットを追求しやすい大手信用金庫から導入が

進んでいる。営業店の軽量化や少人数化を実現するには、債権書類管理の集中化が不可

欠とされるため、今後も導入金庫は続くと予想される。 

 そこで本稿では、信用金庫の「債権書類管理の集中化動向」について紹介する。 

 

 

 １．債権書類管理の集中化の状況 

 近年、信用金庫の間で営業店事務の集中化とそれに伴う軽量店舗（少人数店舗）の展

開に注目が集まっている。軽量店舗の要件の一つとして重厚な金庫室を設置しない点が

あるが、この場合、金庫室内で保管する現金や融資契約書類、各種重要物の保管・管理

方法を見直す必要がある。 

 債権書類管理の集中化は、金銭消費貸借契約書などの融資契約書類を営業店の金庫室

内ではなく本部の集中保管庫でシステム的に管理する仕組みである。融資契約書類を本

部に集中化する信用金庫は 10 年以上前からあり、技術的に目新しいものではない。た

だし、債権書類管理を集中化するためには、システム投資および集中保管庫の整備が求

められるため、スケールメリットを追求しやすい大手信用金庫から導入が進んでいる。

実際、当研究所が 2017 年度に開催した「営業店事務の効率化セミナー」1のアンケート

では、「債権書類の集中保管・集中管理」について対応済・一部対応済が 53.3％とな

り、また相対的に預金規模の大きい信用金庫ほど導入実績がみられた。そのため、2020

年７月現在の導入状況は５割程度と思われる。 

                            
1 107 金庫が参加した。 
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 ２．集中化の仕組み 

 信用金庫が取り組む債権書類管理の集中化の仕組みや特徴は、以下のとおりである。 

 

（１）導入目的 

 債権書類管理を集中化する目的は、①営業店職員の負担軽減、②事務リスクなどの低

減、③融資事務の品質向上などである（図表１）。 

 

（図表１）主な導入目的 

営業店職員の負担軽減 
融資契約書類を金庫室内に保管する必要がなくなるため、情報管理

や自店検査などの負担が軽減される。 

事務リスクなどの低減 
本部でシステム的に管理されるので、融資契約書類の紛失リスクや

漏洩リスク、災害発生時の破損・流出リスクなどが低減される。 

融資事務の品質向上 
本部の担当者が全店の融資契約書類をチェックするため、不備の減

少など融資事務の品質が向上する。 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

① 営業店職員の負担軽減 

 営業店職員は、融資契約書類を自店の金庫室に保管する必要がなくなるため、情報管

理や自店検査などに関する負担が軽減される。例えば、自店検査・監査部監査の際に行

われる融資契約書類の現物確認が不要となり、事務処理などに要する時間の削減につな

がる。 

 

② 事務リスクなどの低減 

 融資契約書類がシステムで１か所に集中管理され、また原則として完済まで入出庫さ

れないので、情報漏洩リスクや誤廃棄などの紛失リスクが低減する。これに加えて、営

業店の金庫室より堅牢な集中保管庫内に格納されるので、大規模災害発生時の破損・流

出リスクなども低減される。 

 

③ 融資事務の品質向上 

 融資契約書を集中保管庫に格納する際、本部の担当者が融資契約書類の形式内容をチ

ェックする。担当者は全店同一の目線で内容確認を行うため、内容の不備や徴求漏れが

発見され、融資事務全体の品質向上が期待される。 

 

④ その他 

 営業店事務の本部集中などの経営合理化策の一環として、債権書類管理を集中化する

信用金庫がある。 
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（２）集中管理の流れ 

 債権書類管理の集中化の一般的な流れは以下のとおりである（図表２）。 

① 営業店は、融資実行時に顧客と取り交した融資契約書類を専用封筒や保管袋に封

入し、集中保管庫（担当部署）に送付する。個人ローンを集中管理の対象外とする

信用金庫や、決算書などの付属資料は営業店の金庫室に残す（集中管理の対象外と

する）信用金庫もある。 

② 担当部署の職員が融資契約書類の内容をチェックする。仮に不備や徴求漏れがあ

った場合は営業店に差し戻し、訂正または再徴求を促す。 

③ 担当部署の職員が融資契約書類に管理番号を付与し、集中保管庫に格納する。そ

の際、金銭消費貸借契約書などを電子化し、庫内ネットワークに掲載する。なお、

管理番号の付与は融資契約書類毎ではなく、専用封筒単位が一般的である。 

④ 営業店の職員が融資契約書を確認したい場合は、庫内ネットワークの電子情報を

閲覧する。原則として、集中保管庫内の契約書類を持ち出さないルールである。 

⑤ 融資完済のタイミングで当該書類は管理終了として抽出される。完済後の融資契

約書類の取扱いは、営業店経由で顧客に返却する信用金庫、顧客からの申し出がな

い限り集中保管庫で管理し保存年限終了後に廃棄する信用金庫がある。 

 

（図表２）債権書類集中管理の流れ（代表例） 

 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

（３）主管部門 

 債権書類集中管理の主管部門は事務集中部門となる。営業店事務の集中化の一環とし

て取り組む信用金庫が多い。 

 

（４）システム 

 債権書類管理を集中化するためには、債権書類集中管理システムの導入が必要とな

る。現在、複数のベンダー企業が提供中であり、勘定系連携や融資契約書類の授受管理

システム、全自動保管システムなどと連携したシステム構成もある。 

営業店 集中保管庫

本部
（事務集中部門）

①融資実行後の融資
契約書類を送付 ②融資契約書類の内容確認

（不備発見時は修正等を指示）
③電子化し保管庫に格納

④適宜、電子データを
参照

⑤完済の案内送付のうえ、保存期間中は
管理（顧客の申し出がない限り廃棄）

⑤営業店経由で顧客に返却
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 また、専用封筒の管理方法として、バーコードまたはＩＣタグ（ＲＦＩＤ）の貼付が

ある。ＩＣタグの単価低下を受け、近年は現物確認が容易なＩＣタグを採用する信用金

庫が増えている。 

 

（５）初期投資 

 集中化の対象となる融資契約書類の数によるが、一般的な信用金庫の場合、システム

の初期投資に 1,000 万円～2,000 万円程度とされる。別途、サーバー設置費用や、庫内

ネットワークの構築費用、全自動保管システムの導入費用などがかかるケースもある。 

 システム投資と別に集中保管庫を整備する必要があり、これが債権書類管理の集中化

を検討する際のネックとされる。集中保管庫は、大規模災害対策のため堅牢な施設とす

る必要があり、また防犯対策などの高度なセキュリティも求められる。そのため、新た

に集中保管庫を整備するためには数千万円～１億円超に達するとみられる。 

 そこで債権書類管理を集中化した信用金庫では、本店・本部の建替えにあわせて集中

保管庫を整備したり、本店・本部の余剰フロアまたは廃止店舗の設備を改装し利用する

ことでコストを抑えている。自金庫で集中保管庫を整備するのではなく、外部の倉庫業

者に融資契約書類の保管を依頼する信用金庫もあるようだ。 

 

（６）移行作業 

 融資契約書類を営業店の金庫室内から集中保管庫に移行する作業は、一般に数か月を

要する。なかには複数チームによる数店舗の並行作業により短期間での移行を実現させ

る信用金庫もあるが、１店舗ずつ数か月から１年以上をかけて順次集中化していく信用

金庫の方が多いようである。また、人員不足に対応し短期派遣などの外部業者を活用す

る信用金庫もある。 

 

 

 ３．主な取組事例 

（１）完済後の融資契約書類の返却終了 

 債権書類管理の集中化を実施した信用金庫からは、「定期的に実施する融資契約書類

の現物確認がなくなり、営業店の事務時間が軽減された。」「融資契約書類の誤廃棄な

どの事務リスクが低減した。」「営業店単位で異なった融資事務が統一された。」など

の評価の声が聞かれる。 

 こうしたなか、もう一段の営業店事務の効率化および事務リスクの低減などを目的に

完済後融資契約書類の顧客への返却を終了する信用金庫が増えている。完済後融資契約

書類を営業店経由で顧客に返却する場合、営業店に当該契約書類の管理事務が発生し、

誤返却や紛失リスクが生じる。渉外担当者が手交で返却するのではなく、書留郵便など

で顧客に返却する場合は郵送コストもかかる。 
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 そこで融資完済時に集中保管庫の担当者が顧客に融資完済の案内状を送付し、顧客か

らの申し出がない限り返却しない信用金庫が増えてきた。完済後融資契約書類は引き続

き当該保管庫で保管し、保存年限終了後に廃棄する。 

 

（２）軽量店舗の展開 

 債権書類管理を集中化しても営業店職員を効率化することは難しく、むしろコストア

ップ要因となる。費用対効果の算定にあたり、軽量店舗の展開とあわせて検討する信用

金庫もある。既存の支店を建て替える際、金庫室を設置しない軽量店舗に切り替え、そ

の分のコスト削減効果とシステム投資などとを比較検討している。 

 

 

 ４．導入時の検討課題 

 信用金庫が債権書類管理を集中化する際の検討課題は、①集中保管庫を含む初期投

資、②移行作業時の人員確保、③集中化後の効率化策などとなる（図表３）。 

 

（図表３）主な検討課題 

集中保管庫を含む初期投資 
システム投資に加え、集中保管庫の整備に要するコストと、集

中管理によるメリットとを比較検討する必要がある。 

移行作業時の人員確保 
移行に要する職員を確保する必要がある。また、集中化後は担

当者の配置が求められる。 

集中化後の効率化策 
費用対効果を算定するにあたり、集中化後の店舗建設計画など

をあわせて検討する必要がある。 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

 

（１）集中保管庫を含む初期投資 

 初期投資額を算出できる一方で、コスト削減効果を数値的に算出することは難しい。

導入にあたっては、その後の店舗展開における軽量店舗の可能性なども踏まえて費用対

効果を検討する必要がある。また、廃止店舗の活用など低コストで集中保管庫を整備す

るための工夫も求められる。 

 

（２）移行作業時の人員確保 

 移行作業に要する人員を確保する必要がある。担当者の人数を増やせば短期間で全店

の融資契約書類を集中保管庫に移行できるが、常勤役職員数の減少が深刻な現在、人員

確保は難しい状況にあると考えられる。移行作業をスムーズに進めるため、再雇用の嘱

託職員や外部企業へのアウトソーシングを活用する信用金庫がある。また、事務集中部

門に当該業務に携わる担当者を配置する必要もある。 
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（３）集中化後の効率化策 

 融資契約書類を本部に集中化することが目的ではなく、集中化を踏まえた営業活動の

高度化や更なる業務効率化を進めるきっかけにしていく必要がある。近年、導入が相次

ぐ完済後融資契約書類の顧客への返却終了などが代表例となろう。 

 また、営業店の金庫室内に保管・管理する重要物などが削減されれば、金庫室を未設

置の軽量店舗を展開しやすくなる。 

 

 

 おわりに                                   

 債権書類管理の集中化は 10 年以上前から導入金庫があり、また信用金庫の関心の高

い分野でもあった。にもかかわらず普及が５割程度となっている背景に、集中保管庫の

開設を含む費用対効果が不明瞭だったことがあると考えられる。近年の軽量店舗の流れ

を勘案すると、今後は小型店舗を中心に金庫室を設置しない店舗への転換が進む可能性

は高い。店舗建替えに要するコストの削減効果との比較で債権書類管理の集中化を検討

すれば、費用対効果の検討も行いやすくなるのではないだろうか。 

                                  以 上 

                                （刀禰
と ね

 和之
かずゆき

） 

 

〈参考となるレポート〉 

・ 2019 年 1 月 31 日付 金融調査情報（30-20）「信用金庫の軽量店舗の開設動向につ

いて-経営戦略⑭-」 

・ 2019 年 2 月 6 日付 金融調査情報（30-23）「信用金庫の事務合理化への取組み    

-経営戦略⑰-」 

 

 

 

 

 

  

 本レポートのうち、意見にわたる部分は、執筆者個人の見解です。投資・施策実施等についてはご自身の

判断によってください。 
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【バックナンバーのご案内：金融調査情報】（２０２０年度・第２四半期） 

号 数 題   名 発行年月 

2020-16 信用金庫の多面的評価制度の導入 -経営戦略 39- 2020 年 7 月 

2020-17 信用金庫の人事制度改革への取組み -経営戦略 40- 2020 年 7 月 

2020-18 信用金庫の「渉外センター制度」への取組み 2020 年 8 月 

2020-19 信用金庫の債権書類管理の集中化動向 2020 年 8 月 

2020-20 
2019 年度末における信用金庫の預金残高の増減状況 

-トピックス～ネット支店（非対面取引支店）の出店動向～- 
2020 年 8 月 

2020-21 
2019 年度末における信用金庫の常勤役職員の増減状況 

-トピックス～ベテラン層職員の活躍拡大策～- 
2020 年 8 月 

＊バックナンバーは信金中央金庫 地域・中小企業研究所ホームページを参照ください。 
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信金中央金庫地域・中小企業研究所 活動状況 
（2020 年 7 月実績） 

○レポート等の発行状況 

発行日 レポート分類 通巻 タ イ ト ル 

20.7.3 内外金利・為替見通し 2020-4 
日銀は「新型コロナ対応」の効果を見極めるべく、当面
は様子見姿勢を保とう 

20.7.6 金融調査情報 2020-16 信用金庫の多面的評価制度の導入－経営戦略 39－ 

20.7.6 金融調査情報 2020-17 信用金庫の人事制度改革への取組み－経営戦略 40－ 

20.7.9 ニュース＆トピックス 2020-30 
コロナ危機の資金繰り支援で急増が続く信用金庫の貸出
金 －６月末の貸出金は 5.1％増と 1992年 10月以来の高
い伸び－ 

20.7.14 ニュース＆トピックス 2020-31 
中小企業の経営を一変させた新型コロナウイルス 
－全国中小企業景気動向調査の結果から－ 

20.7.15 中小企業景況レポート 180 
４～６月期業況は急速に悪化、リーマンショック時を超
えて過去最悪水準【特別調査－新型コロナウイルスの感
染拡大による中小企業への影響について】 

20.7.20  内外経済・金融動向 2020-2 
新型コロナ発生後の個人消費の動向と見通し 
－感染拡大への懸念がくすぶるなか、サービス関連を中
心に低迷が続く－ 

20.7.27 ニュース＆トピックス 2020-34 
業種別にみた信用金庫の資金繰り支援 －新型コロナの
影響で飲食業、宿泊業、サービス関連で高い伸び－ 

20.7.28 産業企業情報 2020-4 
中小企業景気動向調査からみた新型コロナウイルス感染
拡大の影響② －業況の急激な悪化の一方、新しい取組み
も－ 

 

○講演等の実施状況 

実施日 講 演 タ イ ト ル 主 催 講演者等 

20.7.13 信用金庫の社会的使命と役割 全国信用金庫研修所 松崎英一 

20.7.15 
中堅管理者としての社会・経済情勢の観方・捉
え方 

全国信用金庫研修所 刀禰和之 

20.7.19 
新型コロナウイルスの感染拡大による中小企
業への影響について 

日本中小企業学会 品田雄志 

 ＜信金中央金庫 地域・中小企業研究所 お問い合わせ先＞ 

〒103-0028 東京都中央区八重洲１丁目３番７号 

TEL: 03-5202-7671（ダイヤルイン） FAX: 03-3278-7048 

e-mail：s1000790@FaceToFace.ne.jp 

URL https://www.shinkin-central-bank.jp/（信金中央金庫） 

https://www.scbri.jp/（地域・中小企業研究所） 

 


